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コロナ禍におけるワーク・ファミリー・バランスの 
決定要因の検討
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 Examining determinants of work-family balance under the corona pandemic

Ryo Matsuda（Graduate School of Psychology, Kobe Gakuin University）
Hiromi Nakagawa（Department of Psychology, Kobe Gakuin University）

　コロナ禍におけるワーク・ファミリー・バランスについて検討するために，家庭との同居世帯にお
ける 20～ 50歳代の労働者 613名 (男性 293名，女性 319名，その他 1名 )を対象にWEBによる自
己回答式の調査を実施した。その結果，コロナ禍テレワーク経験あり群ではWFPSに対して「時間管
理」による正の影響が示され，「中学生以下の子どもあり」による負の影響が示された。次にコロナ
禍のテレワーク経験なし群ではWFPSに対して「自尊感情得点」において正の影響が認められた。また，
コロナ禍のテレワーク経験あり群では FWPSに対して「中学生以下の子どもあり」による負の影響が
確認された。さらに，コロナ禍のテレワーク経験なし群では FWPSに対して「時間管理」と「自尊感
情得点」による正の影響が認められた。本研究は横断的な量的調査による結果に過ぎないため，今後
はコロナ禍における変化がもたらしている労働者のワーク・ライフ・バランスへの影響について，質
的な側面からも検討していく必要があると考えられる。
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問　題
近年，新型コロナウイルス感染症（以下，

COVID-19とする）の拡大により，労働者の勤務形
態は大きく変化した。それにより，直接職場に赴く
ことなく在宅で働くことができるテレワークという
就労形態が普及し，多くの労働者がテレワークを経
験した。また，テレワークへの移行という労働環境
の変化に伴って，ワーク・ライフ・バランスにも様々
な影響があったと想定されるが，具体的にはどのよ
うな影響があったのだろうか。ワーク・ライフ・バ
ランスとは，「国民一人ひとりがやりがいや充実感を
感じながら働き，仕事上の責任を果たすとともに，
家庭や地域生活などにおいても，子育て期，中高年
期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選

択・実現できる社会」（内閣府，2008）と定義され，我々
が仕事と家庭をより充実したものにしていくための
重要な要素である。本研究では，コロナ禍の労働環
境における変化の大きな特徴であるテレワークの導
入による，ワーク・ライフ・バランスへの影響につ
いて検討する。

COVID-19によって多くの職場では，クラスター感
染を防ぐためのテレワークの導入が進められている。
実際に，テレワークを導入したという企業の移行率
は 2019年で 20.2%であったのに対し，2020年は倍
以上の 47.5%と大幅な上昇が見られている。今後テ
レワークを導入する予定がある企業を含めると，6
割近くの企業が導入しており，さらにこれからテレ
ワークを導入する企業が増える見込みがある（総務
省，2020）。
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しかし，内閣府（2022）の実態調査によると，テ
レワークには「社内での気軽な相談・報告が困難」「画
面を通じた情報のみによるコミュニケーション不足
やストレス」といった課題などがある。ただ，職場
のみに関係した課題だけでなく，「在宅では仕事に集
中することが難しい住環境」「仕事と生活の境界が曖
昧になることによる働きすぎ」などの家庭に関連し
たデメリットもある（内閣府，2022）。しかし，テレ
ワークの促進によるメリットとして，内閣府（2021）
の調査結果からは，家族と過ごす時間は，わが国で
COVID-19が流行する前の 2019年 12月と比べて，
2021年 9-10月は 48.9%の人が増加したと回答してお
り，それを少しでも保ちたいと感じた人も 91.1%に
増加しており，家族と一緒にいたいという意識が高
まっているということが伺える。さらに，家事・育
児時間の変化は 2019年 12月と比べて，2021年 9-10
月に少しでも増加したと回答した人は男性で 38.8%，
女性では 43.9%増えており，男性も女性も家事・育
児に参加する機会は COVID-19流行前と比べて増加
している。未婚者を対象にした結婚の関心について
も，2019年 12月と比べて，2021年 9-10月は 20代
で 34.9%，30代で 28.3%，全体で 25.7%増加しており，
結婚への関心も高まっていることが報告されている
（内閣府，2021）。
以上のような動向から，コロナ禍におけるテレワー
クの促進により，仕事が家庭に及ぼす影響が大きく
なっていることが伺える。Inoue et al.（2021）による
と，在宅勤務の日数が 1日増えると，子どもを持つ
既婚男性の「家事・育児にかける時間」が 6.2%，「家
族と過ごす時間」が 5.6%増加し，「仕事よりも生活
を重視するように意識が変化した」と回答する割合
が 11.6%上昇することが明らかにされており，在宅
勤務が仕事の生産性に影響しなかったことも報告さ
れている。このことから，特に男性労働者において，
家事や育児に費やす時間や意識が増している事が伺
える。このように，働き方の変化が労働者の家庭へ
の意識に与える影響の研究はこれまでなされている。
しかし，テレワークにおける就業形態の変化が働く
人たちとその家族にどのような影響を与えるのかに
ついての研究は十分に蓄積されていない。
労働者の仕事と家庭のバランスに関する概念とし
ては，スピルオーバーという考え方がある。これは，
「一方の役割（仕事または家庭）における状況や経験
が，他方（家庭または仕事）の役割における状況や
経験に影響を及ぼす」という概念である（島田・島津，
2012;島津，2014）。このスピルオーバーには，ネガティ
ブな影響もあればポジティブな影響もあるとされて
いる。ネガティブ・スピルオーバー（以下，NSとする）
とは「人間が持つ時間や能力は有限であり，役割が
増えると 1つの役割に割く時間や能力が少なくなる」
という欠乏仮説（Marks，1977）に基づいている。一
方，ポジティブ・スピルオーバー（以下，PSとする）

とは「人間の能力は拡張的で，役割が増えると収入
や経験，自己実現やよりどころが増える」という役
割増大仮説（Barnett & Hyde, 2001）から発展してい
る（島津，2014）。また，スピルオーバーについては，
仕事から家庭，家庭から仕事の 2つの方向性があり
（島津，2014），それぞれプラスの影響とマイナスの
影響の組み合わせで 4つの概念が存在する。1つ目は，
仕事から家庭へのポジティブ・スピルオーバー（以
下，WFPSとする）で，例えば「職場での面倒見の
良さが家でも発揮される」などが挙げられ，仕事で
の役割が家庭の役割へ良い影響を及ぼすことである。
2つ目は，家庭から仕事へのポジティブ・スピルオー
バー（以下，FWPSとする）で，例えば「家庭にお
ける子どもの存在が仕事の活力となる」などが挙げ
られ，家庭での役割が仕事の役割へ良い影響を及ぼ
すことである。3つ目は，仕事から家庭へのネガティ
ブ・スピルオーバー（以下，WFNSとする）で，例
えば「仕事の残業が多く，家族と接する時間が減る」
などが挙げられ，仕事での役割が家庭の役割へ悪い
影響を及ぼすことである。4つ目は，家庭から仕事
へのネガティブ・スピルオーバー（以下，FWNSと
する）で，例えば「育児の疲れがあり，職場で転寝
をしてしまい上司に怒られる」などが挙げられ，家
庭での役割が仕事の役割へ悪い影響を及ぼすことで
ある。
　PSの先行研究として，ワーク・ライフ・バラン
スとその先行要因，アウトカムの関連がメタ分析に
より研究されており，職場での裁量権やサポートな
どの「仕事の資源」は，WFPSを高めることや，家
庭での裁量権やサポートなどの「家庭での資源」は，
FWPSを高めることを示すものもある（Byron, 2005; 
Mesmer‒Magnus, 2010）。
コロナ禍における働き方の変化によって生じた，
ワーク・ライフ・バランスへのネガティブな影響，
すなわち NSについては，中川他（2021）の報告に
もあるように，ある程度検討がなされてきている。
一方，上述してきたように，COVID-19が流行する
中で現在のような働き方の変化を受け入れ，新しい
職場や家庭環境の中で生じる，予想していなかった
ポジティブな影響，すなわち PSを受けた人も存在す
ることが伺える。そこで，本研究では，コロナ禍の
労働者における仕事と家庭における PSの関連要因に
ついて，探索的に検討することを目的とする。この
ことは，現在のコロナ禍における急な環境の変化が
労働者にもたらす前向きな影響について，多様化す
る働き方の中で柔軟に労働者の支援や育児支援につ
いても検討していくうえで重要になってくると考え
られる。

方　法
調査対象者
労働者（20歳代～ 50歳代）613名（男性 293名，
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平均 45.0歳，SD=8.95；女性 319名，平均 36.0歳，
SD=10.21；その他 1名）を対象にWEBによる自己
回答式の調査を実施した。なお，統計解析には SPSS
（Version28）を用いた。

調査実施時期
調査期間は 2020年 10月上旬の 5日間であった。

調査項目
フェイスシート項目　回答者の属性に関する項目
として，年齢，性別，役職，雇用形態，世帯構成，
勤務先業種，勤務先の規模（従業者数），現在の働き
方（テレワークや出勤の割合），緊急事態宣言下の働
き方（テレワークや出勤の割合），コロナ禍より前の
働き方（テレワークや出勤の割合）について尋ねた。
仕事と家庭の境界について Kreiner et al.（2009）を
参考に，博士課程を修了して心理学を専門とする研
究者 4名で協議し，仕事と家庭における境界の管理
に関する自己回答式の項目を作成した。設問は，「優
先順位：仕事と家庭の用事について優先順位を立て
て行うことが出来ていますか」，「時間管理：仕事の
時間と家庭の役割を担う時間をご自身で管理するこ
とが出来ていますか」，「物理的環境：仕事を行うス
ペース（環境）と家庭生活をおくるスペース（環境）
を分けることが出来ていますか」，「職場への希望：
職場関係者に対して，勤務時間外は連絡を控えてほ
しい（あるいは気にせずしてほしい）など，職場関
係者との連絡やコミュニケーションの度合いについ
てあなたの希望を伝えることが出来ていますか」，「家
族への希望：家族に対して，勤務時間中は話しかけ
たり連絡したりするのは控えてほしい（あるいは気
にせずしてほしい）など，家族とのコミュニケーショ
ンや度合いについて，あなたの希望を伝えることが
出来ていますか」とし，4件法（全くできていない
～いつもできている）で回答を求めた。

日本版ワーク・ライフ・バランス尺度（SWING-J）
日本版ワーク・ライフ・バランス尺度（the 

Japanese version of the Survey Work–Home Interaction–
NijmeGen, 以 下，SWING-J と す る ） は，Geurts et 
al.（2005） に よ る SWING（the Survey Work–Home 
Interaction–NijmeGen）を Shimada et al.（2018）によ
り日本語に翻訳され，信頼性と妥当性が確認されて
いる尺度である。ワーク・ライフ・バランスを仕事
と家庭の領域の間で起こるスピルオーバーの側面か
ら評価する 22項目から成る尺度である。SWING-Jは，
「WFNS：仕事から家庭へのネガティブ・スピルオー
バー」，「FWNS：家庭から仕事へのネガティブ・ス
ピルオーバー」，「WFPS：仕事から家庭へのポジティ
ブ・スピルオーバー」，「FWPS：家庭から仕事へのポ
ジティブ・スピルオーバー」の 4つの下位尺度から
構成されている。本研究では，Shimada et al.（2018）
にならい 4件法（全くない（0）～いつもある（3））
で回答を求めた。

Rosenbergの自尊心尺度日本語版　Rosenbergの日
本語訳自尊心尺度は，Rosenberg（1965）の自尊心尺
度を山本他（1982）によって日本語に翻訳され，信
頼性と妥当性が確認されている尺度である。自己全
体の感情的評価を 10項目から測定し，5件法（あて
はまらない（1）～あてはまる（5））で回答を求めた。

倫理的配慮
本研究の実施にあたり，神戸学院大学心理学部の
人を対象とする研究等倫理審査委員会の承認を得て
いる（承認番号：SP20-16）。

結　果
本研究では，家族と暮らしている世帯の労働者を
対象とするため，単身世帯を除く労働者 613名を対
象とした。まず，本研究で使用した変数の相関関係
をテレワークの経験別に表 1と表 2に示す。なお，

3.性別
4.年齢
5.中学以下子どもあり
6.優先順位
7.時間管理
8.物理的環境
9.職場への希望
10.家族への希望
11.自尊感情得点

優先順位：コロナ禍における境界の優先順位
時間管理：コロナ禍における境界の時間管理
物理的環境：コロナ禍における境界の物理的環境
職場への希望：コロナ禍における境界の職場への希望
家族への希望：コロナ禍における境界の家族への希望
ｐ＜.05，**ｐ＜.01，***ｐ＜.001

—
—

—

—
—

コロナ禍のテレワ—クの経験（有無） = あり

WFPS（work-to-family positive spillover），FWPS（family-to-work positive spillover）

—
—

—

—

—
—

表 1
コロナ禍のテレワーク経験あり群の相関関係
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性別（1 ＝ 男性，0 ＝ 女性），中学生以下の子どもの
有無（1 = あり，0 = なし）にはダミー変数を用いた。
その結果，コロナ禍のテレワーク経験ありの群
では，WFPSにおいては，FWPS（r ＝ .79, p < .001, 
95％ CI［.69, .86］），コロナ禍における境界の時間
管理（以下，時間管理とする）（r ＝ .28, p ＝ .015, 
95％ CI［.06, .47］），コロナ禍における境界管理の家
族への希望（以下，家族への希望とする）（r ＝ .23, 
p ＝ .049, 95％ CI［.00, .43］），自尊感情得点（r ＝ .25, 
p ＝ .029, 95％ CI［.03, .45］）の間に有意な正の相関
が見られた。また，FWPSでは，中学生以下の子ど
もあり（r ＝ -.32, p ＝ .004, 95％ CI［-.51, -.11］），時
間管理（r = .49, p < .001, 95％ CI［.30, .64］），コロナ
禍境界職場への希望（以下，職場への希望とする）
（r ＝ .06, p ＝ .048, 95％ CI［.00, .43］），家族への希望
（r ＝ .26, p ＝ .023, 95％ CI［-.04, .46］），自尊感情得
点（r ＝ .30, p < .001, 95％ CI［.09, .49］）の間に有意
な正の相関が見られた。また，WFPSと中学生以下

の子どもあり（r ＝ -.29, p ＝ .010, 95％ CI［-.48, -.07］）
の間に有意な負の相関が見られた。
コロナ禍のテレワーク経験なしの群では，WFPS
と FWPS （r ＝ .70, p < .001, 95％ CI［.65, .74］），自尊
感情得点 （r ＝ .24, p < .001, 95％ CI［.16, .32］）の間
に有意な正の相関が見られた。また，FWPSと自尊
感情得点 （r ＝ .29, p < .001, 95％ CI［.21, .36］）の間
に有意な正の相関が見られた。
次に，同居世帯におけるテレワークの経験と，仕
事と家庭の境界管理がWFPSに与える影響を検討す
るために，テレワークの経験別におけるWFPSを基
準変数，性別（ダミー変数），年齢，中学生以下の子
どもあり，コロナ禍の仕事と家庭の境界（優先順位，
時間管理，物理的環境，職場への希望，家族への希望），
自尊感情得点を説明変数とし，コロナ禍におけるテ
レワーク経験の有無別に重回帰分析を行った。結果
を表 3に示す。

WFPSを基準変数とする重回帰分析を行った結

3.性別
4.年齢
5.中学以下子どもあり
6.優先順位
7.時間管理
8.物理的環境
9.職場への希望
10.家族への希望
11.自尊感情得点

優先順位：コロナ禍における境界の優先順位
時間管理：コロナ禍における境界の時間管理
物理的環境：コロナ禍における境界の物理的環境
職場への希望：コロナ禍における境界の職場への希望
家族への希望：コロナ禍における境界の家族への希望

コロナ禍のテレワ—クの経験（有無） = なし
ｐ＜.05，**ｐ＜.01，***ｐ＜.001

—

—
—

—
—

—
—

—
—

WFPS（work-to-family positive spillover），FWPS（family-to-work positive spillover）

—

—

表 2
コロナ禍のテレワーク経験なし群の相関関係

B SE B β B  SE B β
説明変数
性別
年齢
中学生以下の子どもあり ‐.26
優先順位
時間管理
物理的環境 ｰ.42 ｰ.11
職場への希望
家族への希望
自尊感情得点

R２

優先順位：コロナ禍における境界の優先順位
時間管理：コロナ禍における境界の時間管理
物理的環境：コロナ禍における境界の物理的環境
職場への希望：コロナ禍における境界の職場への希望
家族への希望：コロナ禍における境界の家族への希望

95％CI95％CI
コロナ禍のテレワーク経験あり コロナ禍のテレワーク経験なし

基準変数：WFPS(work-to-family positive spillover)

*ｐ＜.05，**ｐ＜.01，***ｐ＜.001.

表 3
同居世帯における仕事から家庭へのポジティブ・スピルオーバーに対する重回帰分析の結果
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果，R2 ＝ .25であった。コロナ禍のテレワーク経験
ありの群では，中学生以下の子どもあり（β＝ -.26, 
p ＝ .027）からWFPSに対して負の影響が認めら
れ，時間管理（β＝ .34, p ＝ .031）から WFPSに
対する有意な正の相関が認められた。一方で，性
別（β＝ .09, p ＝ .476），年齢（β＝ -.02, p ＝ .885），
コロナ禍における境界管理の優先順位（以下，優
先順位とする）（β＝ -.23, p ＝ .116），コロナ禍に
おける境界の物理的環境（以下，物理的環境とす
る）（β＝ -.11, p ＝ .417），職場への希望（β＝ -.07, 
p ＝ .630），家族への希望（β＝ .16, p ＝ .208），自尊
感情得点（β＝ .17, p ＝ .140）から PSに対する標準
回帰係数（β）は有意ではなかった。

WFPSを基準変数とする重回帰分析を行った結
果，R2 = .07であった。コロナ禍のテレワーク経験
なしの群では，自尊感情得点（β＝ .26, p < .001）か
らWFPSに対して有意な正の影響が認められた。一
方で，性別（β＝ .00, p ＝ .930），年齢（β ＝ -.08, 
p ＝ .080），中学生以下の子どもあり（β ＝ .01, 
p ＝ .744），優先順位（β = -.07, ｐ ＝ .311），時間
管理（β＝ .07, p ＝ .356），物理的環境（β = .01, 
p ＝ .874），職場への希望（β ＝ -.02, p ＝ .680），家
族への希望（β ＝ -.01, p ＝ .844）からWFPSに対す
る標準回帰係数（β）は有意ではなかった。
さらに，同居世帯におけるテレワークの経験と仕
事と家庭の境界管理が FWPSに与える影響を検討す
るために，テレワーク経験別における FWPSを基準
変数，性別（ダミー変数），年齢，中学生以下の子ど
もあり，コロナ禍の仕事と家庭の境界（優先順位，
時間管理，物理的環境，職場への希望，家族への希
望），自尊感情得点を説明変数とし，コロナ禍におけ
るテレワークの経験の有無別に重回帰分析を行った。
結果を表 4に示す。

FWPSを基準変数とする重回帰分析を行った結
果，R2 ＝ .38であった。コロナ禍のテレワーク経験
ありの群では，中学生以下の子どもあり（β＝ -.27, 

p ＝ .011）から FWPSに対して負の影響が認めら
れ，時間管理（β＝ .56, p < .001）から FWPSに対し
て正の影響が認められた。一方で，性別 （β＝ .09, 
p ＝ .444），年齢（β ＝ -.13, p ＝ .240），優先順
位（β＝ -.26, p ＝ .055），物理的環境（β＝ -.01, 
p ＝ 924），職場への希望（β＝ -.06, p ＝ .601），家
族への希望（β＝ -.30, p ＝ .803），自尊感情得点
（β＝ .14，p ＝ .191）から PSに対する標準回帰係数
（β）は有意ではなかった。

FWPSを基準変数とする重回帰分析を行った結
果，R2 ＝ .09であった。コロナ禍のテレワーク経験
なしの群では，自尊感情得点（β＝ .29, p < .001）か
ら FWPSに対して有意な正の影響が認められた。一
方で，性別（β＝ .02, p ＝ .705），年齢 （β＝ -.01, 
p ＝ .917），中学生以下の子どもあり（β＝ .01, 
p ＝ .799），優先順位（β＝ -.06, p ＝ .410），時間
管理（β ＝ .02,  p ＝ .731），物理的環境（β＝ .04, 
p ＝ .362），職場への希望（β＝ .02, p ＝ .690），家族
への希望（β＝ -.02, p ＝ .718）から PSに対する標
準回帰係数（β）は有意ではなかった。

考　察
本研究では，家族との同居世帯における労働者を
対象とし，コロナ禍のテレワーク経験の有無別に
WFPSおよび FWPSに及ぼす影響について探索的に
検討した。

コロナ禍におけるテレワーク経験あり群における
WFPSへの関連要因
まず，コロナ禍のテレワーク経験あり群でWFPS
に正の影響を与えていたのは，時間管理であった。
「時間管理」は，テレワークで増加した家庭における
役割時間と，職場時間の管理を上手に行えているこ
とが仕事から家庭へのポジティブな影響を与える要
因になることが示された。臼井他（2022）によると，

B SE B β B  SE B β
説明変数
性別
年齢 ‐.00
中学生以下の子どもあり
優先順位
時間管理
物理的環境
職場への希望
家族への希望
自尊感情得点

R２

優先順位：コロナ禍における境界の優先順位
時間管理：コロナ禍における境界の時間管理
物理的環境：コロナ禍における境界の物理的環境
職場への希望：コロナ禍における境界の職場への希望
家族への希望：コロナ禍における境界の家族への希望

95％CI95％CI
コロナ禍のテレワーク経験あり コロナ禍のテレワーク経験なし

基準変数：FWPS(family-to-work positive spillover)

*ｐ＜.05，**ｐ＜.01，***ｐ＜.001.

表 4
同居世帯における家庭から仕事へのポジティブ・スピルオーバーに対する重回帰分析の結果
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夫（自分）がテレワークをした場合に，COVID-19
の感染拡大以前と比較して夫（自分）の家事・育児
が増加したと回答した人は 23.3％上昇したことが報
告されている。このように，在宅で仕事を行うことで，
家庭役割が増加したことが示されている。また，境
界管理を説明する概念として「透過性（permeability）」
がある。Pleck（1977）は透過性を，仕事と家庭の境
界における行動や感情などの役割の側面を，一方の
役割（例えば家庭）が他方の役割（例えば仕事）に
波及させることと定義している。コロナ禍のテレワー
クで，この透過性により，仕事役割の行動が家庭役
割への行動（主に育児や家事）にプラスに波及した
可能性があると考えられる。ただ，境界管理の研究
もまだ少なく，決定要因にはなりえないため，さら
に検討していく必要があると考えられる。
次に，コロナ禍のテレワーク経験あり群でWFPS
に負の影響を与えていたのは「中学生以下の子ども
有り」であった。「中学生以下の子ども有り」は，子
どもがいる世帯と比較して，子どもがいないことで
家庭における育児という役割を行う必要が無くなる。
福島・沼山（2015）の中年期の夫婦を対象にした，
子どもの有無と主観的幸福感に関する研究がある。
この研究では，「夫婦の共行動」を夫婦で共に行う活
動とし，「食事」「買い物」「旅行」「趣味・活動」「映
画を見に行く」という 5つの活動を「夫婦の共行動」
として得点化し，子どものいる夫婦よりも，子ども
がいない夫婦の方が夫婦の共行動が多く見られたこ
とが示されている。この研究で示されているように，
コロナ禍以前より子育て世代の労働者にとって，ワー
ク・ライフ・バランスを保持することは難しいうえに，
コロナ禍におけるテレワークという家庭で労働が行
われるという環境においては，より一層子育て世代
の労働者のWFPSは抑制されているものと考えられ
る。

コロナ禍におけるテレワーク経験なし群における
WFPSへの関連要因
次に，コロナ禍のテレワーク経験なし群では「自
尊感情得点」においてWFPSに対して正の影響が認
められた。つまり，コロナ禍でテレワークを経験し
ていない，自尊感情得点が高い人ほど，仕事から家
庭へポジティブな影響を与えていたと考えられる。
自尊心を理解するための概念の 1つとしてソシオ
メーター理論（socio-meter theory）というものがある。
Leary（1999）は，ソシオメーターを「社会環境を継
続的にモニターし，自分が他人から認められている
程度，または拒否されている程度の手がかりを得る
ためのものである」としており，人間関係の評価（特
に関係評価の低下）が見られると，自尊心に基づき，
関係性の評価に意識を向けさせ，それが低下しない
ように対処するよう動機づけするものと述べている。
本研究の結果でも，ソシオメーター理論に基づき考

えると，自尊心が低いからこそ，より一層，職場で
積極的かつ社会に認められるような行動をとること
につながり，いきいきと働くことができ，それが家
庭へのプラスの波及につながったのではないかと考
えられる。ただ，ソシオメーター理論は他者（社会
生活における周囲の人々）や社会集団に当てはめて
考える提案であるため，家庭内の事象にあてはめて
考えるには検討の余地がある。

コロナ禍におけるテレワーク経験あり群における
FWPSへの関連要因
続いて，コロナ禍のテレワーク経験あり群では「中
学生以下の子ども有り」において FWPSに対する負
の影響が認められた。つまり，中学生以下の子ども
がいないということが，家庭から個人の仕事に対し
てポジティブな影響を与えることにつながると考え
ることができる。テレワークなし群では見られなかっ
たが，子どもがいる家庭と比べて，子どもがいない
家庭は育児の時間が無くなるため，家庭では自分の
時間を確保することができ，仕事と家庭の境界を行
き来することなく仕事に時間を使うことができてい
るとみることができる。しかし，子どもなし群にお
ける「中学生以下の子ども」は，高校生や大学生・
専門学生を含んでいないため，単に子どもの有無だ
けでなく，年齢も今後の検討に加える必要があると
思われる。
　続いて，コロナ禍のテレワークあり群では，「時
間管理」において FWPSへ正の影響が認められた。
境界管理には「柔軟性（Flexibility）」という概念が
ある。Hall & Richter（1988）は ,柔軟性を「仕事な
どの物理的な時間や場所がどの程度変更することが
出来るかの目安を表すもの」としている。コロナ禍
におけるテレワークのため，家庭でインターネット
機器を用いる機会が増加した。その為に，仕事役割
と家庭役割を行き来しやすくする性質があり，柔軟
性が促進され，自分が仕事役割なのか家庭役割なの
かの境界が曖昧になり，今回のような時間管理によ
る予期しない家庭から仕事へのポジティブな波及が
あったのではないかと考えられる。また，Bluger et 
al.（2007）によると境界をどのように管理するかは
職種，同僚や家族，個人の好みにより異なるという
指摘もあり，様々な特性を含めた研究も行う必要が
ある。

コロナ禍におけるテレワーク経験なし群における
FWPSへの関連要因
次に，コロナ禍のテレワーク経験なし群では「自
尊感情得点」において FWPSへの正の影響が認め
られた。その他の変数からは同様の傾向は見られな
かった。スピルオーバーに関連する概念としてワー
クエンゲージメントと，ワーカホリズムがある。島
津（2015）によるとワークエンゲージメントとは，
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「仕事に誇りや，やりがいを感じている」（熱意），「仕
事に熱心に取り組んでいる」（没頭），「仕事から活
力を得ていきいきとしている」（活力）の３つがそ
ろった状態であり，バーンアウト（燃え尽き）の対
概念と定義している。また，島津（2009）は，ワー
クエンゲージメントの規定要因として，「仕事の資源
（Job resources）」（例えば，仕事の裁量権やパフォー
マンスのフィードバック）と「個人資源（Personal 
resource）」（例えば，自己効力感や自尊心）の二つを
挙げている。さらに，島津（2015）は，資源は個々
で存在するのではなく，資源同士が関係しあって存
在していると指摘している。例えば，「裁量権を得る
ためには出世をしなければならないが，そのために
新たな資格を取得したり，語学力を向上させたりと
いった努力をする必要がある（仕事の資源を得るた
めに，個人資源を獲得する）」といったことが挙げら
れる。本研究のように，個人資源のひとつである自
尊心が高い人における家庭から仕事への PSが見られ
たのは，仕事の資源と個人資源が絡み合ってワーク
エンゲージメントを高めるのと同様に，労働者の家
庭から仕事への PSにおいても，家庭での経験がいき
いきと働くことにつながっていると考えられる。
また，島津（2015）によるとワーカホリズムとは，「仕
事に強迫的に取り組み，必要以上に一生懸命働く傾
向」としており，ワークエンゲージメントはポジティ
ブな考え方，ワーカホリズムは「仕事をしなければ
ならない」というネガティブな考え方が背景にある
としている。Ronald（2004）は，就業経験のない大
学生を対象に，自尊心とワーカホリズムの関係をワー
クエンゲージメントと比較して検討しており，ワー
カホリズム傾向の高い人は，ワークエンゲージメン
ト傾向の高い人よりも自尊心が低いという結果を報
告している。
このように，自尊心が高い人は，家庭内での役割
が増えたとしても，心にゆとりをもってよりいきい
きと働くことにつながるのではないか。

本研究の限界
コロナ禍のテレワーク経験の有無別に，ワーク・
ファミリー・バランスに関連する決定要因について
探索的に検討した。本研究では同居世帯を対象とし
ているため，単身世帯の労働者は対象としなかった。
また，日本における境界管理とスピルオーバーを絡
めた研究が少なく，本研究の結果の一般化には限界
がある。また，緊急事態宣言下におけるテレワーク
を行う女性のワーク・ライフ・バランスについて研
究している池田（2021）は，自身の研究の中で，「緊
急事態宣言以前に行っていた通勤や仕事用の靴を履
くといった象徴的な行為が生活領域の切り替えのス
イッチの役割を果たしており，一日のスケジュール
の中で家事・育児，子どもの学習の監督などが組み
込まれることで，スイッチのオン・オフ切り替えと

いう心理的境界管理の難しさが生じていた」と述べ
ている。個人の中で仕事と家庭の境界を分けていた
行動が物理的にできなくなった者もいたとしており，
何が境界管理を困難にさせているのかについても検
討していきたい。
本研究では，職種や性別，世帯構成の内訳，コロ
ナ以前・以後の勤務形態などについても研究してい
くことが今後の課題として考えられる。さらに，共
働き家庭のワーク・ライフ・バランスについて検討
している篠﨑他（2018）は，一日の生活において男
性は「仕事」に対する配分が「子育て・家のこと」
と比べて多く，女性は「子育て・家のこと」に対す
る配分が「仕事」に比べて多いという逆の結果となっ
たと報告している。境界管理において共働き夫婦家
庭のワーク・ライフ・バランスについて吟味してい
くことも今後の課題となる。
本研究は量的な研究で横断的調査による結果に過
ぎないため，上述してきた課題については今後，質
的な研究を行うことで引き続き検討していきたい。
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